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告 示

島根県告示第698号

測量、建設コンサルタント業務等の契約に係る競争入札参加資格審査要綱（平成13年島根県告示第272号）の一部を次

のように改正する。

平成28年11月29日

島根県知事 溝 口 善兵衛

第６条第２項中「12月15日」を「12月１日」に、「１月31日」を「１月16日」に改め、同条第３項中「８月１日から８

月11日まで」を「７月31日から８月10日まで」に、「４月15日」を「４月17日」に、「４月25日」を「４月27日」に改め

る。

様式第５号を次のように改める。

号外第181号 島 根 県 報 平成28年11月29日
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 号外第 181号                島  根  県  報             平成 28年 11月 29日  

 

                                                                              

様
式

第
５

号
（

第
７

条
関

係
）

意
匠
設
計

記
入
者
：

記
入
日
：

個
人
・
法
人

の
別

T
E
L

F
A
X

一
級
建
築
士

構
造

一
級

建
築

士
設

備
一

級
建

築
士

耐
震
診
断
・

耐
震
補
強
等

 
１
　
建
築
設
計
業
務
に
携
わ
る
全
て
の
職
員
を
記
入
し
、
担
当
職
種
、
技
術
職
員
が
保
有
す
る
資
格
等
の
該
当
す
る
欄
に
○
印
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
建
築
士
、
設
備
士
は
下
段
に
登
録
番
号
等
を
記
入
し

て
く
だ
さ
い
（
免
許
証
等
の
添
付
の
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。
）
。

 
２
　
営
業
年
数
は
、
建
築
士
事
務
所
登
録
を
し
た
日
か
ら
起
算
し
ま
す
。
個
人
か
ら
法
人
に
変
更
し
た
場
合
は
、
通
算
と
し
ま
す
。

 
３
　
資
格
な
し
の
場
合
は
、
設
計
業
務
に
係
る
延
べ
経
験
年
数
（
１
年
未
満
は
切
捨
て
）
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

 
４
　
所
属
職
員
が
協
同
組
合
の
事
務
所
に
所
属
す
る
場
合
は
、
備
考
欄
に
そ
の
協
同
組
合
事
務
所
名
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

(
注
)

※
構
造
設
計
を
希
望
す
る
場
合
に

　
使
用
す
る
構
造
計
算
ソ
フ
ト
名

新
築

等

1
098765432

建
築
積
算
資

格

Ｃ
Ｐ
Ｄ
取
得

単
位
数
（
研

修
の
み
）

特
殊
建
築
物

等
調
査
資
格

者

建
築
仕
上

診
断
技
術
者

そ
の
他
資
格

1

事
務
系

一
級
建
築
士

二
級
建
築
士

建
築
設
備
士

資
格
な
し

建
築
構
造
士

№
所
属
職
員
氏
名

担
当
職
種

技
術
職
員
の
保
有
す
る
資
格
等

備
考

建
築
系

電
気
系

機
械
系

建
築
士
事
務
所
名

代
表
者
氏
名

　
　
　
　
年
　
　
月
　
　
日

Ｅ
－
m
a
i
l

管
理
建
築
士
氏
名

賠
償

責
任

保
険

加
入

の
有

無
島

根
県

電
子

調
達

共
同

利
用

シ
ス

テ
ム

登
録

の
有

無
営
業
年
数

商
号
又
は
名
称

住
所

第
(
　
)
　
　
　
　
号

　
　
　
　
年

建
築

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ト
業

務
に

関
す

る
調

書

希
望
業
種

（
○
印
）

構
造
設
計
※

設
備
設
計

商
号
又
は
名
称
・
建
築
士
事
務
所
名
 
・
 
代
表
者
氏
名

事
務
所

所
在
地
 
・
 
連
絡
先

事
務
所
登
録
番
号

（
有
効
年
月
日
）
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号外第181号 島 根 県 報 平成28年11月29日

附 則

この告示は、平成28年11月29日から施行する。

島根県告示第699号

島根県建設工事請負契約競争入札参加資格審査要綱（平成13年島根県告示第273号）の一部を次のように改正する。

平成28年11月29日

島根県知事 溝 口 善兵衛

第３条第８号中「アスファルト舗装工事」を「舗装工事（アスファルト舗装工事に限る。）」に改め、同条に次の１号

を加える。

⑼ とび・土工・コンクリート工事（法面処理工事に限る。）の入札参加資格の認定を受けようとする者にあっては、

種子吹付機、モルタル吹付機、鉄筋挿入機械（削孔機械）又はグランドアンカー施工機械（削孔機械）を保有してい

ること（継続的なリース契約等により確実に調達されていると認められる場合を含む。）。

第４条第２項中「及び建築一式工事」を「、建築一式工事、とび・土工・コンクリート工事（法面処理工事に限る。）

及び舗装工事（アスファルト舗装工事に限る。）」に改め、同項第11号中「継続能力開発制度」の次に「及び一般財団法

人建設業振興基金の継続教育制度」を加え、同項に次の２号を加える。

⒃ とび・土工・コンクリート工事（法面処理工事に限る。）にあっては、法面施工管理技術者、グランドアンカー施

工士、地すべり防止工事士及び法面ノズルマンの常時雇用状況並びに種子吹付機、モルタル吹付機、鉄筋挿入機械

（削孔機械）及びグランドアンカー施工機械（削孔機械）の保有状況

⒄ 舗装工事（アスファルト舗装工事に限る。）にあっては、舗装施工管理技術者（１級・２級）、大型特殊自動車免

許保有者及び車両系建設機械運転技能講習修了者の常時雇用状況並びにアスファルトフィニッシャー、モータグレー

ダー及びタイヤ・マカダムローラの保有状況

第５条第２項中「12月15日」を「12月１日」に、「１月31日」を「１月16日」に改め、同条第３項中「８月１日から８

月11日まで」を「７月31日から８月10日まで」に、「４月15日」を「４月17日」に、「４月25日」を「４月27日」に改め

る。

第６条第２項第14号から第16号まで、第18号及び第19号中「又は建築一式工事」を「、建築一式工事、とび・土工・コ

ンクリート工事（法面処理工事に限る。）又は舗装工事（アスファルト舗装工事に限る。）」に改め、同項第20号中「第

15号」を「第17号まで」に、「又は建築一式工事」を「、建築一式工事、とび・土工・コンクリート工事（法面処理工事

に限る。）又は舗装工事（アスファルト舗装工事に限る。）」に改め、同条第３項中「又は建築一式工事」を「、建築一

式工事、とび・土工・コンクリート工事（法面処理工事に限る。）又は舗装工事（アスファルト舗装工事に限る。）」に

改め、同条第４項中「土木一式工事」の次に「、とび・土工・コンクリート工事（法面処理工事に限る。）又は舗装工事

（アスファルト舗装工事に限る。）」を加え、同条第７項中「書類は、」の次に「県内に主たる営業所を有する者にあっ

ては当該主たる営業所の所在地を管轄する支庁又は県土整備事務所に、それ以外の者にあっては」を加え、「郵便又は」

を「持参し、又は郵便若しくは」に改める。

「

別表一般土木工事の項中 しゅんせつ工事（しゅ） を

」

「

に改め、同表舗装工事の項中
しゅんせつ工事（しゅ）

解体工事（解）

」

「 「
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号外第181号 島 根 県 報 平成28年11月29日

舗装工事 を アスファルト舗装工事 に改め、同項の次に次のように加

」 」

える。

特殊舗装工事 舗装工事（舗）

別表維持修繕工事の項中

「

鋼構造物工事（鋼） を

」

「

に改め、同表一般建築工事の項中
鋼構造物工事（鋼）

解体工事（解）

」

「

清掃施設工事（清） を

」

「

に改める。
清掃施設工事（清）

解体工事（解）

」

様式第１号を次のように改める。
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 号外第 181号                島  根  県  報             平成 28年 11月 29日  

 

                                                                              

様式第１号（第６条関係）　（1/3）

印

＊申請時と異なる場合に記入

０５

０６

０７　主たる営業所

－

０８

＊法人・・・１、個人・・・２

＊有・・・１、無・・・２

千円

０９

＊加入・・１、未加入・・２

１０

＊取得済・・１、未取得・・２ ＊取得済・・１、未取得・・２

１１

＊有・・１、無・・２

１２ １３

＊有・・１、無・・２

＊会社全体での取得数を記入 ＊土木一式を申請する場合のみ

１４

人

人

１５

＊有・・１、無・・２

１６ １７

＊有・・１、無・・２ ＊有・・１、無・・２

１８

＊登録済・・１、登録無・・２ 平成 年 月 日

H　年度

ハートフルしまね

登録年月日：

※以下については土木一式、建築一式、とび・土工・コンクリート（法面処理工事に限る。）及び
　　                                  舗装工事（アスファルト舗装工事に限る。）を申請する県内業者のみ記入してください。

＊CPDSは土木一式、とび・土工・コンクリート（法面
処理工事に限る。）及び 舗装工事（アスファルト舗
装工事に限る。）を申請する場合、CPDは建築一
式を申請する場合に記入

＊土木一式、舗装工事（アスファル
ト舗装工事に限る。）を申請する場
合のみ

子ども・女性みまもり運動事業所 除雪業務契約実績の有無 建設業労働災害防止協会加入の有無

＊登録済・・１、登録無・・２ H　年度

次世代育成支援行動計画策定 次世代育成支援行動計画策定の有無 こっころカンパニーの認定

＊対象（従業員101人以上）・・１、対象外・・２ ＊認定済・・１、未認定・・２

障害者の法定雇用義務 法定雇用義務数 ゆめいくカンパニーの認定の有無
＊有（法定義務達成）・・１、
　有（法定義務未達成）・・２、対象外・・３ 障害者雇用数 ＊有・・１、無・・２

県内営業所の有無

ＣＰＤＳユニット数 ＣＰＤ単位数 しまね・ハツ・ブランド登録の有無

建設業退職金共済制度

ＩＳＯ９０００認証取得 ＩＳＯ１４００１認証取得

ＦＡＸ番号

法人／個人区分

兼業の有無

資本金

代表者氏名

カナ

代表者役職

郵便番号

所在地

電話番号

月 日 大臣・知事コード 許可番号

商号又は名称

カナ

０１　建設業許可番号（申請時） ０２　許可年月日 ０３　審査基準日 ０４　建設業許可番号（経営事項審査時）

大臣・知事コード 許可番号 年 月 日 年

受　　付　　印

建設工事入札参加資格審査申請書（新規・追加）

島根県知事　様 申請年月日：平成　　　年　　　月　　　日

申請者

所 在 地

商号又は名称

代表者 氏名
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 号外第 181号                島  根  県  報             平成 28年 11月 29日  

 

                                                                              

（2/3）

19　工　事　 

一般土木
アスファルト

舗装 特殊舗装 鋼橋上部
ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄｺﾝ
ｸﾘｰﾄ構造物

港湾 機械設備 塗装 造園

希望の有無 有　・　無 有　・　無 有　・　無

完成工事高

希望の有無

完成工事高

希望の有無

完成工事高

希望の有無

完成工事高

希望の有無 有　・　無

完成工事高

希望の有無

完成工事高

希望の有無

完成工事高

希望の有無

完成工事高

希望の有無

完成工事高

希望の有無

完成工事高

希望の有無 有　・　無 有　・　無 有　・　無

完成工事高

希望の有無

完成工事高

希望の有無 有　・　無 有　・　無

完成工事高

希望の有無 有　・　無 有　・　無

完成工事高

希望の有無

完成工事高

希望の有無

完成工事高

希望の有無 有　・　無

完成工事高

希望の有無

完成工事高

希望の有無

完成工事高

希望の有無 有　・　無

完成工事高

希望の有無

完成工事高

希望の有無

完成工事高

希望の有無 有　・　無

完成工事高

希望の有無

完成工事高

希望の有無

完成工事高

希望の有無

完成工事高

希望の有無

完成工事高

希望の有無

完成工事高

希望の有無 有　・　無

完成工事高

区　分
許可業種
一般：１
特定：２

希望業種
に○印を

記入

　島　根　県　が　定　

土木一式

建築一式

大工

左官

とび・土工
コンクリート

石

屋根

電気

管

タイル・れん
が・ブロック

鋼構造物

鉄筋

舗装

しゅんせつ

板金

ガラス

塗装

防水

内装仕上

機械器具設置

熱絶縁

電気通信

造園

さく井

建具

水道施設

許可業種その他

工事種別毎の合計

解体

消防施設

清掃施設
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 号外第 181号                島  根  県  報             平成 28年 11月 29日  

 

                                                                              

分　割　内　訳　書

さく井
冷暖房

衛生設備
(建築物)

法面処理 維持修繕 グラウト 一般建築 管
(建築物以外)

電気 通信設備
その他

工事種別

有　・　無 有　・　無

有　・　無

有　・　無

有　・　無

有　・　無 有　・　無 有　・　無 有　・　無

有　・　無

有　・　無

有　・　無 有　・　無

有　・　無 有　・　無

有　・　無

有　・　無 有　・　無

有　・　無

有　・　無

有　・　無

有　・　無

有　・　無

有　・　無

有　・　無

有　・　無

有　・　無

有　・　無

有　・　無

有　・　無

有　・　無 有　・　無

有　・　無

有　・　無 有　・　無

（単位：千円）

め　る　発　注　工　事　種　別
希望業種の
合計
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 号外第 181号                島  根  県  報             平成 28年 11月 29日  

 

                                                                              

                （3/3）

20　技術者の内訳

一級 人

二級 人

一級 人

土木 人

鋼構造物塗装 人

薬液注入 人

一級 人

建築 人

躯体 人

仕上げ 人

一級 人

二級 人

一級 人

二級 人

一級 人

二級 人

一級建築士 人

二級建築士 人

木造建築士 人

第一種 人

第二種 人

電気事業法 電気主任技術者 第１種～第３種 人

電気通信事業法 電気通信主任技術者 人

水道法 給水装置工事主任技術者 人

甲種消防設備士 人

乙種消防設備士 人

地すべり防止工事士 人

建築設備資格者 人

一級計装士 人

一級 人

二級 人

建設 人

建設「鋼構造及びコンクリート」 人

農業「農業土木」 人

電気電子 人

機械 人

機械「流体工学」又は「熱工学」 人

上下水道 人

上下水道「上水道及び工業用水道」 人

水産「水産土木」 人

森林「林業」 人

森林「森林土木」 人

衛生工学 人

衛生工学「水質管理」 人

衛生工学「廃棄物管理」 人

コンクリート診断士 人

土木鋼構造診断士 人

コンクリート構造診断士 人

人

人

人

人

人

人

合計（延人数） 人

実　　人　　数 人

21　申請事務担当者

部署名：

舗装施工管理技術者

技術士法

職業能力開発促進法
（資格区分欄については具体
的な資格名を記載した上で人
数を記載すること。）

担当者氏名： 電話番号：

消防法

資　　格　　区　　分 人　　数

建設業法

建設機械施工技士

土木施工管理技士
二級

建築施工管理技士
二級

電気工事施工管理技士

管工事施工管理技士

造園施工管理技士

建築士法 建築士

電気工事士法 電気工事士
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様式第７号を次のように改める。

号外第181号 島 根 県 報 平成28年11月29日
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（第６条関係）様式第７号

雇 用 者 関 係 調 書

（申請者） 商号又は名称：

１ 若年者の雇用

氏 名 生年月日 雇用年月日 職 種 備 考

１

２

３

４

５

※申請日前２年以内に新たに雇い入れた者（雇入れの日における年齢が30歳未満のものに限る。）であって、雇入

れの日から申請日まで常勤として継続して雇用している者を記載すること。

２ 年度から 年度までの間に若年者の雇用者として加点された者の継続雇用

氏 名 生年月日 雇用年月日 職 種 備 考

１

２

３

４

５

※申請日までに若年者の雇用者として加点された者を記載し、その当該若年者の雇用者に係る申請当時の雇用者関

係調書を添付すること。
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様式第８号のその２の次にその３として次のように加える。
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（第６条関係） その３様式第８号

建築施工管理ＣＰＤ制度実績証明書発行申請書

申請日 年 月 日

建築施工管理ＣＰＤ制度事務局 御中

下記の証明を必要とする者の、建築施工管理ＣＰＤ制度実績証明書の発行をお願いいたします。

当社は、証明を必要とする者に本申請を行うことの承認を得ております。

記

提出先 証明を必要とする期間（西暦で記入） （事務局

提出先を記入してください。 必要な期間にレ印を付けてください。 使用欄）

（申請日までの１年間） □
工事等

（ ）地方整備局等

工事等

様式 （ ）地方整備局等

年 月 日～ 年 月 日 □
６ａ 都道府県、市等

（ ）

上記以外の提出先

（ ）

（直近の履歴取得日までの１年間） □
提出先（都道府県等履歴付きを必要とする提出先）

様式 （ ）

年 月 日～ 年 月 日 □
６ｂ 提出先（都道府県等履歴付きを必要とする提出先）

（ ）

フリガナ
会社名称

〒 －
住所

所属

部署
担当者

氏名

電話番号 ＦＡＸ番号

氏 名 合格証明書番号

フリガナ １級
証明を必要とする者

２級
の氏名／建築施工管

フリガナ １級
理技術検定合格証明

２級
書番号

フリガナ １級

２級

氏 名 登録番号 登録都道府県

都道
フリガナ 一級

府県
二級

木造
証明を必要とする者

の氏名／建築士登録 都道
フリガナ 一級

番号 府県
二級
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木造

都道
フリガナ 一級

府県
二級

木造

（注）

１ 当該実績証明書は、建築施工管理ＣＰＤ制度の参加登録者以外には発行されません。

２ 到着日の２営業日後に発送されます。時間に余裕を持って申請をお願いします。

３ 一旦払い込まれた手数料は、一般財団法人建設業振興基金に責がある場合を除き、返還されません。

※振込先及び手数料については、一般財団法人建設業振興基金が作成する「個人参加者用ガイドライン５．１（２）」

を参照
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様式第10号を次のように改める。
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（第６条関係）様式第10号

労働安全講習受講実績報告書

年 月 日

住 所

商号又は名称

代 表 者 氏 名

受 講 講 習 名 受講人数 備 考

１ 職長・安全衛生責任者教育

２ 建設業職長のためのリスクアセスメント

３ 新総合工事業者のためのリスクアセスメント教育

車両系建設機械（整地・運搬・積込み用及び掘削用）
４

運転業務従事者安全衛生教育（定期）

５ 建設業等における管理者のための熱中症予防教育

６ 足場の組立て等作業主任者能力向上教育（定期）

７ 現場管理者統括管理講習

合 計

※安全衛生講習修了証（写）も併せて提出すること。
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附 則

この告示は、平成28年11月29日から施行する。
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